
消防計画等に海溝型地震対策を定める対象 

 

 対象は、推進地域のうち水深３０ｃｍ以上の浸水が想定される区域内の予防（防災）規程が作成義務とな

る危険物施設や、次に掲げる防火対象物となります。 

 なお、津波浸水想定は、北海道のホームページから確認して下さい。 

※  指定行政機関・指定地方行政機関・指定公共機関・指定地方公共機関であって、防災業務計画に必要事項が定め

られている場合は、消防計画等かかる海溝型地震対策の定めは任意となります。 

（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法 6 条） 

用 途 

(消防法施行令別表第１) 
用途詳細 収容人員 

１項イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 ３０人以上 

１項ロ 公会堂又は集会場 ３０人以上 

２項イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの ３０人以上 

２項ロ 遊技場又はダンスホール ３０人以上 

２項ハ 性風俗関連特殊営業 ３０人以上 

２項ニ カラオケボックスその他これらに類するもの ３０人以上 

３項イ 待合、料理店その他これらに類するもの ３０人以上 

３項ロ 飲食店 ３０人以上 

４項 百貨店、マーケット等物品販売業を営む店舗又は展示場 ３０人以上 

５項イ 旅館、ホテル又は宿泊所その他これらに類するもの ３０人以上 

６項イ 病院、診療所又は助産所 ３０人以上 

６項ロ 老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム等 １０人以上 

６項ハ 
老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム、老人福祉センター、

老人介護支援センター等 

３０人以上 

6 項二 幼稚園、特別支援学校等 ３０人以上 

７項 
小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、高等

専門学校、大学、専修学校、各種学校その他これらに類するもの 

５０人以上 

８項 図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの ５０人以上 

９項イ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの ３０人以上 

９項ロ ９項イ以外の公衆浴場 ５０人以上 

10 項 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場 ５０人以上 

11 項 神社、寺院、教会その他これらに類するもの ５０人以上 

12 項イ 工場又は作業所 １，０００人以上 

13 項イ 自動車車庫又は駐車場 ５０人以上 

15 項 前各項に該当しない事業場 ５０人以上 

16 項イ 

複合用途防火対象物のうち、次のいずれかに該当するもの 

・一部に６項ロの用途がある（当該用途に供されている部分の収容人員の合計が１０人以上） 

・一部に１項から４項、５項イ、６項イ、６項ハ、６項二、９項イの用途がある（当該用途に供さ

れている部分の収容人員の合計が３０人以上） 

・一部に８項、９項ロ、１０項、１１項、１３項イ、１５項の用途がある（当該用途に供されてい

る部分の収容人員の合計が５０人以上） 

16 項ロ 

・16 項の２ 地下街 ３０人以上 

・17 項 重要文化財、重要有形民俗文化財等 ５０人以上 

9,439 ㎅ 


